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近代中国における教員養成制度に関する一考察
尾上　雅信　・　梶井　一暁　・　奥河　明子 *　・　那　　宇晗 **
　本稿は近代世界における教員養成の思想と制度の比較研究の一環として，近代中国，具体
的には中華民国期における近代的な教員養成制度の発展について取り上げ，まずはこれを対
象とした日本における先行研究を整理し梗概を示し，あわせて清末期から中華人民共和国建
国に至る近代中国における教員養成制度発展の歴史的特徴を検討した。清末から中華民国初
期の学校制度や教員養成制度の構築にあたっては当時の日本の影響が強く認められるもの
の，やがてアメリカの新しい思想と制度から多くの影響を受けつつ近代化が模索されていた
のである。
Keywords：教員養成，教育史，近代中国
Ⅰ．はじめに―研究課題と本稿の主題
　教員養成は各国で個別の発達を遂げ，同時に世界
的動向のなかで影響関係を有している。本研究では，
フランス，イギリス，ドイツ，アメリカ，ロシア，
中国，日本の動向に目を向け，各国が20世紀の国
際関係のなかでどのような教員を求め，どう養成し，
国民教育の現場たる学校に教員を送り出していたの
か，比較発達史的分析を試みる。比較発達史という
歴史貫通的かつ比較横断的な分析を，教員養成の制
度的側面とともに，思想的側面に対しても加え，各
国が取り組んだ教員養成の実態と特質および影響関
係を明らかにする。教員養成の理念と到達を歴史の
なかに把捉する作業は，日本をはじめ各国で現在も
進行する教員養成改革の歴史的必然を検証する作業
として欠かせない。本研究は歴史研究の立場から，
教員養成改革の前提と根拠を明確化しようとするも
のである。
　上記の研究課題のもと，本稿では近代中国の教員
養成に関して取扱う。具体的な主題は，清末期から
中華人民共和国建国に至る近代中国における教員と
教員養成制度について，⑴日本における先行研究の
整理と概要，⑵基本文献による中国教員養成制度の
概要を紹介するところにある。
Ⅱ．我が国における主要な先行研究の整理と概要紹介
　我が国における中国の教員制度及び教員養成制度
に関する先行研究としては，主として以下の６つの
文献が挙げられる。
《図書》
・阿部洋『中国の近代教育と明治日本』，福村出版，
1990年
　 　本文献は，日中両国間の教育文化交流の問題に
ついて，特に，清末教育改革における「日本モデ
ル，中国人の日本留学，お雇い日本人教習の活動
の三点を中心に検討し，当時における教育交流の
具体的状況を跡づけるとともに，清末と明治末期
における日中教育文化交流の進展と衰退の構造的
要因を明らかにすることを目的としている。特に，
第一章「清末中国の教育改革と「日本モデル」」
では，中国における日本を模倣した教育改革につ
   
尾上　雅信　・　梶井　一暁　・　奥河　明子　・　那　　宇晗
− 2 −
いて詳しく述べられている。中国教育史において
重要な位置づけにある「奏定学堂章程」について
も詳しく述べられている。
・黒沢惟昭・張梅『現代中国と教師教育―日中比
較教育研究序説』，明石書店，2000年
　 　本文献では，日本と比べ中国の教師教育にはど
のような特色がみられ，どのような問題が生じて
いるのか，日本は中国から何を学ぶべきかという
問題視角から，教師教育に関する様々な内容につ
いての考察が展開されている。社会主義市場経済
の導入による教師教育への影響を明確にするほ
か，教師教育の歴史的変遷と現状の概観を行った
うえで市場経済における教師教育の背景の考察な
どを述べている。
・佐藤尚子・大林正昭編『日中比較教育史』，春風社，
2002年１
　 　本文献は，中国教育史と日本教育史とを比較研
究することにより，客観的に中国教育史を再構築
しようとするものである。就学前教育，初等教育，
中等教育，高等教育などの学校教育から，教師教
育，女子教育，社会教育，産業教育に至るまで幅
広い分野の教育の展開を網羅している。なかでも
第六章第二節「中国における教師教育」において
は，中国師範教育の理念・制度・内容・普及過程
についての概要が述べられており，続く第三節「教
師教育の日中比較」では，両国の比較を通して明
らかになったそれぞれの特色が述べられている。
・小林善文『中国近代教育の普及と改革に関する研
究』，汲古書院，2002年
　 　本文献では，初等教育の制度改革と実施・普及
情況をはじめ，中学教育改革，女子教育の発展，
職業教育運動，平民教育運動などが取り上げられ
ている。特に，第二章「初等教員の組合運動」で
は，近代中国における初等教員の資格制度につい
て述べられており，そこから当時の中国国家のね
らいを考察している。
《論文》
・陳永明「中国と日本の教師教育制度に関する比較
史的研究」『日本教育行政学会年報』15巻，1989年，
pp.234-53，教育開発研究所
　 　本論文は，日中両国の教師教育制度の歴史と現
状についての比較を通して，両国の教師教育制度
の特性を把握することを目的としている。1897
年の南洋公学の師範院の設置に始まり，今日に至
るまでの教師教育制度史を以下の四期に分け，同
時代の日本の教師教育度との比較を行っている。
とりわけ1897年から1922年頃の第一期（日本の
制度をモデルとして近代学校制度が導入され，師
範学堂が創立・普及された時期）と，1922年か
ら1950年頃の第二期（アメリカをモデルとした
時期）が注目される。
・経志江「近代中国における「奏定優級師範学堂章
程」の成立とその展開」『研究論叢』10巻，2003年，
pp.15-27，神戸大学教育学会
　 　本論文は，清朝末期の中等教員養成制度が，具
体的にどこまで日本の制度を参考にしたのかにつ
いて，詳細に比較検討し，「奏定優級師範学堂章程」
の性格を明らかにすることを目的としている。加
えて，優級師範学堂の設置状況や経営実態を考察
している。
　 　また，教員や教員養成制度のみならず，広く中
国の教育の史的展開を扱った文献として，以下の
ものも挙げておこう。
《図書》
・斎藤秋男『中国現代教育史』，国士館，1962年
・多賀秋五郎『中国教育史』，岩崎書店，1955年
・斎藤秋男『中国現代教育史─中国革命の教育構
造』，田畑書店，1973年
・荘明水「師範教育の改革」，小島麗逸・鄭新培編『中
国教育の発展と矛盾』，御茶の水書房，2001年
・多賀秋五郎『近代中国教育史資料─民国編中』，
日本学術振興会，1974年
・陳永明『中国と日本の教師教育制度に関する比較
研究』，ぎょうせい，1994年
《論文》
・陳永明「中国における教員の資質向上のための行
政施策」『日本教育行政学会年報』13巻，1987年，
pp.149-158 
・陳永明「中国における師範教育の現状と課題」『教
育学研究集録』第12集，1988年，pp.41-51
・崔 淑芬「壬戌学制における中国師範教育の転換」
『筑紫女学園大学研究紀要』12号，2017年，pp.85-
97
・崔 淑芬「中国近代師範教育の発端─清末におけ
る南洋公学師範院」『アジア文化研究』11号，
2004年，pp.53-64
　 　また，いわゆる研究書・論文ではないが，現状を
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紹介する資料集としては下記のものが挙げられる。
《資料》
・文部省調査普及局調査課『教育調査資料５現代中
国の教育事情─六・三・三制を中心として』，教
育資料普及会，1949年
・文部省調査局『中華人民共和国教育法令』，国民
出版協会，1956年
　最後に，確認することのできた中国における先行
研究も挙げておこう。
《中国語文献》
・舒新城「近代中国師範教育小史」『中華教育界』
第15巻，1926年
・孟憲承『新中華教育史』，中華書局，1932年
・阮春林「清末『奏定学堂章程』頒行前後師範教育
探究」『広東社会科学』第4期，2012年，pp.133-
139
・李偉「民国時期高師教育実習政策的演変」『内蒙
古師範大学学報（教育科学版）』第19巻，2006年，
pp.45-47
・蒯秀麗「従『師範教育令』看国民初期的教師教育」
『前沿』第10期，2012年，pp.184-186
・曽毅「百年中国師範教育課程改革的文化路向」『大
学教育科学』第5期，2014年，pp.76-81
・呂芳芳・項建英「民国中小学教員検定制度与教師
専業化研究」『教育与考試』第6期，2016年，
pp.85-89
・欧七斤「南洋公学師範生考論」『教師教育論壇』
第11期，2016年，pp.69-76
Ⅱ ．中華民国の教員養成制度の歴史―清末から
1940年
　ここからは，上で挙げた先行研究を参考とし，中
華民国の教員養成制度の歴史を概観する。ここでは
特に，師範教育の出発点とされる南洋公学の師範院
が創設された清末期1890年代から，中華人民共和
国が建国される直前の1940年代までに焦点を当て
る２。
⑴　清末の南洋公学
　1895年に，日本の制度をモデルとした近代学校
制度が導入され，各地に師範学堂が創立された。
1897年には，南洋公学の師範院が創設された。「南
洋公学」は，当時上層官僚であった盛伝懐が，1896
年に光緒帝の認可を得，上海の租界に創設した学校
である。学堂経費については，半分は商人と国民の
寄贈から，もう半分は政府による支給でまかなうと
する西洋の慣わしが参考にされた。ここでは，法政
人材の育成が目標とされていた。天津中西学堂をモ
デルとした外院，中院，上院から成る普通教育体系
を作ったほか，師範院も併せて創設された。「南洋
公学」は，中国における初等，中等，高等教育の原
形であると言われており，師範院は中国師範教育の
出発点だと評価されている３。
　1897年4月に開学した南洋公学の師範院は，『南
洋公学綱領』に記載されている「中学成才，西学西
文兼通（中国の学問で優れた人材になり，西洋の学
問と言語の両方に精通していること）」を基準とし
師範生を30名募集した。年限は3年である。師範院
の教師には，四書五経，そして西洋の言語能力およ
び学問知識が必要とされ，「徳が高く，厚い信望を
もち，かつ中国の学問と外国の学問の両方ができる」
人物を教師として雇用した。学校は学生を厳しく管
理したほか，教師と学生の交流を重んじ，教授を通
して学生だけでなく教師も向上すること，そして認
識と実践が本質的に一体となることを目指した。ま
た，教材は教師個人によって作られ，授業方式も自
由であった。課題は，学生が知識の構造を立てられ
るようなものであることが重視された。また，中華
民族の未来を大事に思う学生を育成するために，道
徳教育を重視し学生の愛国心を喚起させた。
　師範院では，西洋の学問を重んじ，数学，理科，
化学と実験，歴史，地理，生物と科学などが必修と
して規定された。また，英語，フランス語，日本語
は選修科目として規定された。このような教育を
行った南洋公学の師範院は，中国における近代的な
教員養成学校の発端という歴史的な位置づけがなさ
れることが多い。
　1901年1月，当時山東省の巡撫であった袁世凱に
よって『山東大学堂試辨章程』が出された４。「各省・
各府・各市には中学堂を設置し，各州・県には小学
堂を設置すべきである。そのためには教習が大勢必
要であるため，師範学堂を設置し，教習を多く養成
すべきである。」といった内容であった。この章程は，
清政府の許可を受け，規範性と可能性が高く評価さ
れた。そのゆえ清政府は，山東省の章程を参考にし
て教育環境を整えるよう各省に命じた。
　1902年2月，張騫は，両江総督（江蘇省・安徽省・
江西省を統括する地方長官）に師範学校を創設する
よう報告したが，総督はこの意見を承諾しなかった。
それゆえ，張騫は友人とともに初等師範と女子師範
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いて詳しく述べられている。中国教育史において
重要な位置づけにある「奏定学堂章程」について
も詳しく述べられている。
・黒沢惟昭・張梅『現代中国と教師教育―日中比
較教育研究序説』，明石書店，2000年
本文献では，日本と比べ中国の教師教育にはど
のような特色がみられ，どのような問題が生じて
いるのか，日本は中国から何を学ぶべきかという
問題視角から，教師教育に関する様々な内容につ
いての考察が展開されている。社会主義市場経済
の導入による教師教育への影響を明確にするほ
か，教師教育の歴史的変遷と現状の概観を行った
うえで市場経済における教師教育の背景の考察な
どを述べている。
・佐藤尚子・大林正昭編『日中比較教育史』，春風社，
2002年１
本文献は，中国教育史と日本教育史とを比較研
究することにより，客観的に中国教育史を再構築
しようとするものである。就学前教育，初等教育，
中等教育，高等教育などの学校教育から，教師教
育，女子教育，社会教育，産業教育に至るまで幅
広い分野の教育の展開を網羅している。なかでも
第六章第二節「中国における教師教育」において
は，中国師範教育の理念・制度・内容・普及過程
についての概要が述べられており，続く第三節「教
師教育の日中比較」では，両国の比較を通して明
らかになったそれぞれの特色が述べられている。
・小林善文『中国近代教育の普及と改革に関する研
究』，汲古書院，2002年
本文献では，初等教育の制度改革と実施・普及
情況をはじめ，中学教育改革，女子教育の発展，
職業教育運動，平民教育運動などが取り上げられ
ている。特に，第二章「初等教員の組合運動」で
は，近代中国における初等教員の資格制度につい
て述べられており，そこから当時の中国国家のね
らいを考察している。
《論文》
・陳永明「中国と日本の教師教育制度に関する比較
史的研究」『日本教育行政学会年報』15巻，1989年，
pp.234-53，教育開発研究所
本論文は，日中両国の教師教育制度の歴史と現
状についての比較を通して，両国の教師教育制度
の特性を把握することを目的としている。1897
年の南洋公学の師範院の設置に始まり，今日に至
るまでの教師教育制度史を以下の四期に分け，同
時代の日本の教師教育度との比較を行っている。
とりわけ1897年から1922年頃の第一期（日本の
制度をモデルとして近代学校制度が導入され，師
範学堂が創立・普及された時期）と，1922年か
ら1950年頃の第二期（アメリカをモデルとした
時期）が注目される。
・経志江「近代中国における「奏定優級師範学堂章
程」の成立とその展開」『研究論叢』10巻，2003年，
pp.15-27，神戸大学教育学会
本論文は，清朝末期の中等教員養成制度が，具
体的にどこまで日本の制度を参考にしたのかにつ
いて，詳細に比較検討し，「奏定優級師範学堂章程」
の性格を明らかにすることを目的としている。加
えて，優級師範学堂の設置状況や経営実態を考察
している。
また，教員や教員養成制度のみならず，広く中
国の教育の史的展開を扱った文献として，以下の
ものも挙げておこう。
《図書》
・斎藤秋男『中国現代教育史』，国士館，1962年
・多賀秋五郎『中国教育史』，岩崎書店，1955年
・斎藤秋男『中国現代教育史─中国革命の教育構
造』，田畑書店，1973年
・荘明水「師範教育の改革」，小島麗逸・鄭新培編『中
国教育の発展と矛盾』，御茶の水書房，2001年
・多賀秋五郎『近代中国教育史資料─民国編中』，
日本学術振興会，1974年
・陳永明『中国と日本の教師教育制度に関する比較
研究』，ぎょうせい，1994年
《論文》
・陳永明「中国における教員の資質向上のための行
政施策」『日本教育行政学会年報』13巻，1987年，
pp.149-158
・陳永明「中国における師範教育の現状と課題」『教
育学研究集録』第12集，1988年，pp.41-51
・崔 淑芬「壬戌学制における中国師範教育の転換」
『筑紫女学園大学研究紀要』12号，2017年，pp.85-
97
・崔 淑芬「中国近代師範教育の発端─清末におけ
る南洋公学師範院」『アジア文化研究』11号，
2004年，pp.53-64
また，いわゆる研究書・論文ではないが，現状を
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に関する章程を定め，通州師範学校（開校式は翌年
4月）を創立した。通州師範学校は私立の学校であり，
これらの章程はこの師範学校においてのみ適用され
るものであった５。
　1902年8月，張百熙により『欽定学堂章程』が制
定・公布された６。この章程は諸外国，特に日本の
制度を参考にして作成されたもので，『京師大学堂
章程』・『大学堂考選入学章程』・『高等学堂章程』・『中
学堂章程』・『小学堂章程』・『蒙学堂章程』から成る。
学校制度は，初等教育機関としての蒙学堂（4年），
尋常小学堂，高等小学堂（各4年），中等教育機関
としての中学堂（4年），高等教育機関としての高
等学堂または大学予備科，大学堂（いずれも3年），
大学院（無定期）の三段階八種類の学堂で構成され
ており，児童は5歳で蒙学堂に入学し，大学を卒業
するまで合計20年を要することになっていた。蒙
学堂は後の初級小学に相当し，入学年令は満6歳で
あったが，創設のはじめは10歳以下とした。また
尋常小学堂は後の高級小学，高等小学堂は後の初級
中学に相当し，同じく創設のはじめはそれぞれ15
歳以下，20歳以下の者の入学を認めた。中学堂に
は実業科の附設が認められていた。また，大学堂は，
政治・文学・理科・農科・工科・商科・医科の七科
に分かれていた。また，師範学校の設置や学生の募
集，学習年限などを大まかに規定した。しかし，こ
れらの規定は，当時の現状に相応しいものではな
かった。加えて，張百熙の意欲的な教育改革に対し
ては，政府部内の保守派の反発が強く，また学校制
度自体の不備もあったため，欽定学堂章程は京師大
学堂の再開を除いて，ほとんど実施されないままに
終わった。
　1902年10月，張之洞により『籌定学堂規範次第
興辨折』が出された７。張之洞は，ここに書いてあ
る「師範学は第一である。各国の小・中学校教員を
見ると，全員が師範学堂を卒業した人である。した
がって，師範学堂は教育の土台であり，重要なもの
である。」という理念に基づいて，武昌に師範学堂
を設立し師範生を養成し始めた。この師範学堂では，
日本の師範教育を模倣し，自国の師範教育を急速に
発展させた。師範学堂では，31人の学生が日本に
留学し，速成的な師範教育を学んだ。彼らは初めて
の日本速成師範留学生となり，その後，京師大学堂
や山東などの師範学堂も武昌の師範学堂に倣い，留
学生を送った。
　また，1903年には湖北に女子学堂が創設された８。
　1904年1月，『欽定学堂章程』に代わるものとして，
『奏定学堂章程』が制定された。この章程の一環と
して，特に師範教育について定めた奏定初級師範学
堂章程・奏定優級師範学堂章程も同時に制定された。
名実ともに中国に近代学校制度が公式に成立するの
は，『奏定学堂章程』によってである。そこで中国
の近代学校制度の発展において大きな役割を果たし
た『奏定学堂章程』の内容について少し詳しく見て
みたい９。
　『奏定学堂章程』は，当時の日本の制度を全面的
に模倣してつくられたものであった。1902年の『欽
定学堂章程』に比べ，制度的に整備された章程とい
える。本章程において初めて，全国の学務を統括す
るため「総理学務大臣」が特設され，教育行政面の
整備が進んだ。
　この章程は，形の上では張百熙，栄慶，張之洞3
人による共同立案になっているが，実際は張之洞1
人の手によるものであった。これによれば，学校制
度は次のようになっていた。
　⑴ 　初等小学堂により大学堂までの全系統を21
学年とし，これを初等教育9年（初等小学5年，
高等小学堂4年），中等教育5年（中学堂5年），
高等教育6～7年（高等学堂または大学予科3年，
大学堂3 ～ 4年，その上に通儒院5年）で構成
する。その下に家庭教育の補助機関である蒙養
院がある。児童は7歳から小学堂に入り，20歳
ないし21歳で大学堂を卒業する。
　⑵ 　これに師範教育（初級師範学堂5年，優級師
範学堂3年）および実業教育（初等実業学堂3年，
中等実業学堂5年，高等実業学堂4 ～ 5年）の
系列がある。
　小学堂の教科目は，日本の小学校の教科目を参考
にして編成されたが，その際儒教的色彩をいっそう
濃厚にした部分に特徴があった。例えば初等小学堂
の場合，各学年とともに教科目のうち修身および読
経・講経が1週間に30時間の総教授時数のうち14
時間と，実に5割近くを占めていることが挙げられ
る。このような「中体西用」の教育理念を一層明確
にするため，1905年，学部は『教育宗旨』を制定
公布した。これは中国版「教育勅語」とでもいうべ
きもので，そこでは清末教育のめざすべき理想的人
間像は，「忠君」「尊孔」「尚公」「尚武」「尚実」の
五つの徳目に集約されていた。
　次に，師範教育機関には，中等教育に属する初級
師範学堂と，高等教育に属する優級師範学堂があっ
た。つまり，当時の師範教育は二段階の師範教育制
度を採っていたのである。また，そのほかに簡易師
範科と師範伝習所および実業教員講習所を設けるこ
ともできた。師範教育については，上で述べたよう
に南洋公学が四院のうちの１つとして設けた「師範
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院」が最初の機関であったが，『欽定学堂章程』によっ
て正規の学校系統に入れられたものの，直系各学堂
内に附設されたものであったため，独立した組織を
もつものではなかった。つまり，師範教育は，『奏
定学堂章程』に至りようやく独立した組織と系統を
もつこととなったのである。この師範教育制度は日
本の師範教育制度を模倣しながら，ドイツとフラン
スの制度を参考にした上で制定されたものだとされ
ている。その特徴として以下の三点が挙げられる。
①師範教育は国家により経営され，私的経営を認め
られていないこと。②政府が師範生に官費を支給す
ること。③師範卒業生は社会に若干年の服務義務が
あること。すなわち，師範卒業生は政府により派遣
され任用されるということである。
　『奏定学堂章程』によれば，師範教育機関は具体
的に以下のようになっていた。
　⑴ 　初級師範学堂
　初級師範学堂は各州県に置かれた。高等小学堂卒
業者が入学でき，修業年限は完全科5年と簡易科1
年であった。また，初等教員の養成を目的とした。
教科目は日本の師範学校とほぼ同じで，修身・読経・
中国文学・教育学・歴史・地理・算学・博物・化学・
習字・図画・体操のほか，外国語・農業・商業・手
工のうち一科目，あるいは教科目であった。また，
古代詩歌をもって音楽にかえた。学費を徴収しない
代わりに，学生たちに対して服務年限（官費生6年，
私費生3年）を規定した。
　⑵ 　優級師範学堂
　優級師範学堂は北京および各省の省城に置かれ
た。初級師範学堂と中学堂の卒業生が入学でき，修
業年限は4年であった。初級師範学校・中学堂の教
師及び管理者の養成を目的とする師範学校教育の最
高学府であった。優級師範学堂は四類に分かれてい
た。各類，主として第一類は中国文学・外国語が，
第二類は歴史・地理が，第三類は算学・物理が，第
四類は植物・動物・鉱物・生理が学ばれていた。
　1906年には，『奏定女子学堂章程』が公布された10。
この章程は，『女子小学堂章程』と『女子師範学堂
章程』から構成されていた。この二つの章程が規定
された背景には，19世紀後半の女性解放運動がある。
19世紀後半に入り，中国社会全般の近代的自覚が
しだいに濃厚になると，女性解放が問題化し，1882
年の組織された「不纏足会」や1897年に出された
梁啓超の「変法通論」により，纏足は厳しく批判を
受けた。「変法通論」では，単に纏足を批判するこ
とにとどまらず，女子教育の振興についても触れ，
女子の社会的地位の向上とそれにともなう男女の同
権を説いている。そのため，纏足廃止運動は急速に
発展し，女子の自覚は次第に高まり，高等教育を受
けたり，海外留学をしたりする女学生も現れた。ま
た，政治運動や社会改革に身を投ずる女性もあった。
　そこで，清の政府も従来外国人経営の学校に任せ
ていた女子教育とは別個に，国民教育という見地か
ら，女子教育について対策をたて，『奏定女子学堂
章程』が公付されるに至った。女子にとっての公的
な教育機関は小学堂とその教員を養成する師範学堂
しかなく，中学堂も大学堂も構想の中には入ってい
なかったのである。女子師範学堂に入学資格は，高
等小学堂第4学年卒業で15歳以上，もしくは高等小
学堂第2学年終了で13歳以上も予備科に入ることを
条件に可とした。さらに家系に問題がなく，品がよ
くたしなみがあり，身体健全であり，公正な紳民お
よび家族の保証があることが入学の要件となった。
また学費等の減免の代わりに，卒業後，3年間は小
学堂の教習か蒙養院の保母となる義務があった。
　中華民国の成立に伴い，1912年9月には『師範教
育令』が，同年12月には「師範学校規定」が公布
された11。この法令と規定には男子・女子師範学校
及び高等師範学校の実施要領が含まれており，これ
によって師範教育機関の名称の変更及び昇格が行わ
れた。そのほか，初級女子師範学堂が省立の女子師
範学校に改められ，修業年限が男子師範学校と同じ
く5年間に延長された。特に，この時期の高等師範
学校の「分区制」は，中国師範教育及び普通教育の
歴史に対して大きな役割を持った。この「分区制」
に従って，1913年に全国範囲で北京・南京・武昌・
広州・成都・瀋陽という六つの都市が師範区として
制定された。この師範区の制度によって，各高等師
範学校の校長は本来の公務を管理する以外に，師範
区に所属する中等教育機関を視察しその改革法案を
提出することになった。この制度は，1915年に湯
化龍が教育総長（最高教育行政長官）になった時ま
で続いた。しかしその後適切に実施しなかったため，
徐々に消えてしまった。
　1916年には，教育部から『検定小学教員規定』
が発布され，18年春までに各省教育庁の手によっ
て順次実施に移された。この規定によれば検定審査
は以下のようになっていた12。無試験検定審査では，
受験者の卒業証明書と学校運営に携わった経験を評
価し，受験者の品行と身体の審査のみが行われた。
試験検定審査では，卒業証明書と教学経験，品行，
身体の審査以外に，筆記試験と口頭試験あるいは実
習の二段階の試験が行われた。筆記試験は主に科目
の知識または文化素養の考察で，『師範教育令』に
書かれた師範学校本科第一部の科目（教育学，受験
科目の教授法，修身，国文，史地，楽歌，体操など）
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に関する章程を定め，通州師範学校（開校式は翌年
4月）を創立した。通州師範学校は私立の学校であり，
これらの章程はこの師範学校においてのみ適用され
るものであった５。
1902年8月，張百熙により『欽定学堂章程』が制
定・公布された６。この章程は諸外国，特に日本の
制度を参考にして作成されたもので，『京師大学堂
章程』・『大学堂考選入学章程』・『高等学堂章程』・『中
学堂章程』・『小学堂章程』・『蒙学堂章程』から成る。
学校制度は，初等教育機関としての蒙学堂（4年），
尋常小学堂，高等小学堂（各4年），中等教育機関
としての中学堂（4年），高等教育機関としての高
等学堂または大学予備科，大学堂（いずれも3年），
大学院（無定期）の三段階八種類の学堂で構成され
ており，児童は5歳で蒙学堂に入学し，大学を卒業
するまで合計20年を要することになっていた。蒙
学堂は後の初級小学に相当し，入学年令は満6歳で
あったが，創設のはじめは10歳以下とした。また
尋常小学堂は後の高級小学，高等小学堂は後の初級
中学に相当し，同じく創設のはじめはそれぞれ15
歳以下，20歳以下の者の入学を認めた。中学堂に
は実業科の附設が認められていた。また，大学堂は，
政治・文学・理科・農科・工科・商科・医科の七科
に分かれていた。また，師範学校の設置や学生の募
集，学習年限などを大まかに規定した。しかし，こ
れらの規定は，当時の現状に相応しいものではな
かった。加えて，張百熙の意欲的な教育改革に対し
ては，政府部内の保守派の反発が強く，また学校制
度自体の不備もあったため，欽定学堂章程は京師大
学堂の再開を除いて，ほとんど実施されないままに
終わった。
1902年10月，張之洞により『籌定学堂規範次第
興辨折』が出された７。張之洞は，ここに書いてあ
る「師範学は第一である。各国の小・中学校教員を
見ると，全員が師範学堂を卒業した人である。した
がって，師範学堂は教育の土台であり，重要なもの
である。」という理念に基づいて，武昌に師範学堂
を設立し師範生を養成し始めた。この師範学堂では，
日本の師範教育を模倣し，自国の師範教育を急速に
発展させた。師範学堂では，31人の学生が日本に
留学し，速成的な師範教育を学んだ。彼らは初めて
の日本速成師範留学生となり，その後，京師大学堂
や山東などの師範学堂も武昌の師範学堂に倣い，留
学生を送った。
また，1903年には湖北に女子学堂が創設された８。
1904年1月，『欽定学堂章程』に代わるものとして，
『奏定学堂章程』が制定された。この章程の一環と
して，特に師範教育について定めた奏定初級師範学
堂章程・奏定優級師範学堂章程も同時に制定された。
名実ともに中国に近代学校制度が公式に成立するの
は，『奏定学堂章程』によってである。そこで中国
の近代学校制度の発展において大きな役割を果たし
た『奏定学堂章程』の内容について少し詳しく見て
みたい９。
『奏定学堂章程』は，当時の日本の制度を全面的
に模倣してつくられたものであった。1902年の『欽
定学堂章程』に比べ，制度的に整備された章程とい
える。本章程において初めて，全国の学務を統括す
るため「総理学務大臣」が特設され，教育行政面の
整備が進んだ。
この章程は，形の上では張百熙，栄慶，張之洞3
人による共同立案になっているが，実際は張之洞1
人の手によるものであった。これによれば，学校制
度は次のようになっていた。
⑴ 初等小学堂により大学堂までの全系統を21
学年とし，これを初等教育9年（初等小学5年，
高等小学堂4年），中等教育5年（中学堂5年），
高等教育6～7年（高等学堂または大学予科3年，
大学堂3 ～ 4年，その上に通儒院5年）で構成
する。その下に家庭教育の補助機関である蒙養
院がある。児童は7歳から小学堂に入り，20歳
ないし21歳で大学堂を卒業する。
⑵ これに師範教育（初級師範学堂5年，優級師
範学堂3年）および実業教育（初等実業学堂3年，
中等実業学堂5年，高等実業学堂4 ～ 5年）の
系列がある。
小学堂の教科目は，日本の小学校の教科目を参考
にして編成されたが，その際儒教的色彩をいっそう
濃厚にした部分に特徴があった。例えば初等小学堂
の場合，各学年とともに教科目のうち修身および読
経・講経が1週間に30時間の総教授時数のうち14
時間と，実に5割近くを占めていることが挙げられ
る。このような「中体西用」の教育理念を一層明確
にするため，1905年，学部は『教育宗旨』を制定
公布した。これは中国版「教育勅語」とでもいうべ
きもので，そこでは清末教育のめざすべき理想的人
間像は，「忠君」「尊孔」「尚公」「尚武」「尚実」の
五つの徳目に集約されていた。
次に，師範教育機関には，中等教育に属する初級
師範学堂と，高等教育に属する優級師範学堂があっ
た。つまり，当時の師範教育は二段階の師範教育制
度を採っていたのである。また，そのほかに簡易師
範科と師範伝習所および実業教員講習所を設けるこ
ともできた。師範教育については，上で述べたよう
に南洋公学が四院のうちの１つとして設けた「師範
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を試験内容としている。すべての科目で6割以上の
点数であること，かつ，筆記試験と口頭試験を一定
の比率で換算した後の点数が合格ラインを越えてい
ることが，認可証取得の条件であった。しかし，試
験全体に合格できなくても，単科の試験検定証明書
をもらい，次回の試験でその科目を免除することも
できた。
　その時の教育部の検定規定や各省教育庁の検定方
針の特色を簡略化すると，以下のようになる13。検
定試験合格者には，教員証書を発給する。不合格者
および未受験者の扱いに関しては，⑴教員講習所で
学習させて6カ月以内に再試験を行い，それまでは
正式な教員になることはできない，⑵学力ありと認
められる者は，2年以内に限って教員資格を認め，
学習させて再試験による合格を待つなどの規定が見
られた。また合格者の資格は，終身ではなく有効期
間が5 ～ 8年となっており，代用教員の場合は短く
て2 ～ 3年であった。
　次いで初等教員に対する検定が強化されたのは，
国民政府統治下においてである。教育に対する国家
統制を強化しつつあった蔣介石国民政府は，北伐の
途上より開始した，三民主義を身につけた「党議教
師」の育成に全力を注いだ。
　蔡元培が推進した大学区制の下に設けられた江蘇
大学区の『検定小学教員条例』は，「革命」反対を
主張する教員を排除し，三民主義，各教科の基礎知
識，教育原理，教育行政，共学法などを試験すると
規定している。
　1922年には，『学校系統改革令』が公布された14。
1919年，反封建主義・反帝国主義の精神をもって
封建制の残滓を一掃しようとする声が強くなり，そ
のような背景の下に，1922年「新学制」と呼ばれ
たこの法令が誕生した。これにより，師範教育も民
主化・科学化の方向へ向かった。この法令は中等師
範教育内容の充実と学生資質の向上及び各地域の収
縮の余地を多く残すことを目的としており，これに
より師範学校と中学校の合併が行われた。この合併
により，師範区制度と師範教育系統の独立性および
師範生公費制度などが取り消された。また，本来あっ
た高等師範学校制度が廃止された。代わりに，師範
大学あるいは総合大学の教育学院で，中・高等学校
教員の養成を行うことになった。この改革令によれ
ば，師範教育機関は以下の六つの種類がある。師範
大学，師範専修科，師範学校，短期師範学校，高級
中学校師範科，師範講習所である。これまでの六つ
の高等師範学校は，北京高等師範学校のみ北京師範
大学と改称され残ったが，他の五つの高等師範教育
機関のすべては総合大学に合併された。
　1922年11月には，山東省の済南で開かれた全国
教育会聯合会の議決をうけて，『学校系統改革案』
が公布された15。この学制改革案には，①社会変化
の需要に適応させる，②平民教育の精神を発揮する，
③個性の発展を図る，④国民の経済力に注意する，
⑤生活教育に注意する，⑥教育を普及させる，⑦各
地方に裁量の余地を与える，との目標が掲げられて
いた。小学校の修学年限を6年とし，初級4年，高
級2年に分け，初級小学のみの設立も認めた。また
義務教育を4年としたが，各地方の実情に応じて実
施を延期することができた。
　この改革案の初等教育に関する部分では，児童中
心主義を採ることを提唱し，学制の弾力的な運用を
図り，年齢にとらわれない進級を認めていた。また，
中学校進学のための予備教育でない小学教育を唱
え，国民小学・高等小学の区別なく小学校と称する
方針を採り，入学年齢は各省ごとに定めることがで
きるとした。これは，初等教育に関する今までにな
い規定であった。つまり，従来の中央集権的な教育
方針とは一線を画する，地方分権的な方針が，提起
されているのである。
　1929年には，『中華民国教育宗旨及其実施方針』
が国民政府により公布された16。この方針では，三
民主義が国民教育の本源として強調された。また，
これによると，「最新の科学教育および厳格な心身
訓練を以て，一般国民道徳上，学術上に最も健全な
師資の養成を主な任務として，可能な範囲で其れを
独立的に設置し，できる限りの郷村の師範教育を発
展すべき」という師範教育の方針が打ち出された。
　1931年には，『三民主主義教育実施原則』が国民
党中央第一五七次常務会議を通過した17。これによ
ると，師範教育の目標は次のように規定されている。
①三民主義の精神に従い，ならびに社会生活の需要
をも参照し，最新の科学教育及び健全心身訓練を施
し，三民主義教育を施す教師を養成する。②学校は
社会と連携し，教育・学習・作業の統一環境をつく
る。③学生に教育事業の改革能力および終身服務の
精神を持たせる。③郷村師範教育は農村生活の改善
を重視すべきであり，その需要に適応し，郷村教育
あるいは社会教育の人材を養成する。
　1932年には，『師範学校法』が発布された18。こ
こでは，師範教育の目標として，「中華民国教育宗
旨及びその実施方針に従って，厳格な心身訓練を
もって，小学校の健全な教員を養成する」ことが規
定された。その具体的な実施項目は，以下の各項で
ある。①強健な身体に鍛える，②道徳品得を陶冶す
る，③民族文化を培育する，④科学知能を充実する，
⑤勤労の習慣を養成する，⑥教育に対する学生の興
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味を啓発し研究する，⑦教育に終身服務する精神を
養成する。これらは，「三民主義」を旨として，徳・
知・体および専門精神の各方面の訓練を通して小学
校教師を養成するものであった。ここに師範学校教
育目標は最終的に定着し，1949年まで存続した。
　1932年には，中・小学で，卒業試験に落第する
と卒業できないという『卒業会考』制度が確立した。
師範学校においても，1935年に実施された。
　1933年には，『師範学校規定』が発布された19。
上に挙げた『学校系統改革令』などの改革は，中・
高等学校教員の専門知識の不足と小学校教師の不足
という弊害を招いた。このような実態に直面した教
育界は，「師範教育独立」というスローガンを掲げ，
この世論を背景に師範教育独立は実現に向かって
いった。1933年にこの規定が発布され，義務教育
の速やかな展開のため，各地方における簡易師範学
校及び簡易師範科の開設，師範教育と中学校の分離，
師範生の公費待遇の回復，師範生の服務義務などが
定められた。これにより，独立的な師範教育系統が
確立した。
　また同時に，「高級中学校師範科課程暫行標準」
が規定された20。その特徴は，農村師範における農
業と関わる科目の増設，人生哲学，社会問題などの
科目及び多くの選修科目の取り消し，専門知識に関
わる科目の増加，普通科目と専門科目を同時に重視
したことである。
　さらに，学生専門教育を深めるため，1934年に『師
範学校課程標準』と1935年の『簡易師範学校課程
標準』・『簡易郷村師範学校課程標準』が相次いで公
布された21。ここで，各種師範学校の課程標準が定
着することになる。『師範学校課程標準』によると，
師範学校本科には「修身，教育，国文，習字，英語，
歴史，地理，数学，博学，物理化学，法制経済，図
画，手工，農業，楽歌，体操」の16科目があった22。
　1936年には，『小学教員検定規定』が発布された23。
本規定では，検定合格証明書の有効期間について以
下のように述べられていた。検定合格証明書の有効
期間は証明書が発行された学期の最初の日から4年
間であった。また，有効期間内で教学の実績を上げ
るほか，夏季休業中における教員を対象とした研修
を受けると，有効期間が終了した後も再度4年間有
効である合格証明書を取得することができた。二回
連続で4年間の合格証明書を取得した教員は，長期
合格証明書を取得できた。一方教学の実績を上げら
れなかった教員は，有効期間が終了した後改めて検
定試験を受験する必要があり，試験の成績によって
期間の異なる合格証明書が発行された。
　1938年には，『戦時各級教育実施法案』と『師範
学院規程』が発布された24。1937年の日中戦争勃発
から，1945年の戦争終了まで，師範教育において
は戦時社会状況に応じるため多くの改革が行われ
た。1938年3月に開いた中国国民党臨時全国代表大
会で通過した『戦時各級教育実施法案綱要』の第三
条では25，「教員養成を特別重視すべきであり，か
つ実施を図るべきである。各種学校教員の資格検定
と学術兼修の弁法を速やかに規定すべきである。ま
た，中等学校の徳・知・体の三育教員の養成，なら
びに以前の高等師範の旧制を参照し，その設置を図
ること」が要求された。それに基づいて，高等師範
教育の関連法案の『戦時各級教育実施法案』と『師
範学院規定』が相次いで公布されることとなる26。
　『師範学院規程』の「師範学院は単独で設置され
るか，または大学に属して設置されるべき」という
記述に従い師範学院は師範区の形で全国に設置され
た。これにより，高等師範教育制度の再建が行われ，
教育系統の中における高等師範教育の地位が向上す
ることとなった。また同時期に，初級師範教育の分
区制も1938年公布の『確定師範教育実施法案』によっ
て始まった。この法案では，師範学校は省ごとに師
範区を形成することと定められた。
　1943年には，『師範学院学生実習及服務方法』が
規定された27。これによると，教育実習は参観見習・
教学実習・行政実習の三段階に分けられている。
　1940年には，国民教育を推進するため，『各省（市）
国民教育師質訓練弁法大綱』が提出された28。この
大綱では，「国民学校校長訓練クラス」と「国民教
育師資推修クラス」及び「国民教育師資短期訓練ク
ラス」を地区により開設し，教員に対して再教育を
施すことが定められた。さらに，師範教育が社会に
重視されるように，「1942年から毎年の3月29日を
初日として師範教育運動週を開催すべきである」と
いう通例が教育部より各省に出された。また，この
時期には，「師範学校新入生推薦入学弁法の規定」
と「師範卒業生の推薦進学弁法の規定」及び「簡師
および短期師範機関の廃止」など一連の政策が出さ
れた。
　1944年には，『師範学院学生教学実習方法』が規
定された29。これによると，実習は見習・試教・充
任実習教師の三段階に分けられていた。見習は，師
範学堂第3学年の「分科教材及び教法科目」の授業
において実習を行う。試教は，師範学堂第4学年の「教
学実習」の授業において実習を行い，また各科目の
教授が指導教員を務めた。充任実習教師は第5学年
を通して実習を行った。
Ⅲ．おわりに
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を試験内容としている。すべての科目で6割以上の
点数であること，かつ，筆記試験と口頭試験を一定
の比率で換算した後の点数が合格ラインを越えてい
ることが，認可証取得の条件であった。しかし，試
験全体に合格できなくても，単科の試験検定証明書
をもらい，次回の試験でその科目を免除することも
できた。
その時の教育部の検定規定や各省教育庁の検定方
針の特色を簡略化すると，以下のようになる13。検
定試験合格者には，教員証書を発給する。不合格者
および未受験者の扱いに関しては，⑴教員講習所で
学習させて6カ月以内に再試験を行い，それまでは
正式な教員になることはできない，⑵学力ありと認
められる者は，2年以内に限って教員資格を認め，
学習させて再試験による合格を待つなどの規定が見
られた。また合格者の資格は，終身ではなく有効期
間が5 ～ 8年となっており，代用教員の場合は短く
て2 ～ 3年であった。
次いで初等教員に対する検定が強化されたのは，
国民政府統治下においてである。教育に対する国家
統制を強化しつつあった蔣介石国民政府は，北伐の
途上より開始した，三民主義を身につけた「党議教
師」の育成に全力を注いだ。
蔡元培が推進した大学区制の下に設けられた江蘇
大学区の『検定小学教員条例』は，「革命」反対を
主張する教員を排除し，三民主義，各教科の基礎知
識，教育原理，教育行政，共学法などを試験すると
規定している。
1922年には，『学校系統改革令』が公布された14。
1919年，反封建主義・反帝国主義の精神をもって
封建制の残滓を一掃しようとする声が強くなり，そ
のような背景の下に，1922年「新学制」と呼ばれ
たこの法令が誕生した。これにより，師範教育も民
主化・科学化の方向へ向かった。この法令は中等師
範教育内容の充実と学生資質の向上及び各地域の収
縮の余地を多く残すことを目的としており，これに
より師範学校と中学校の合併が行われた。この合併
により，師範区制度と師範教育系統の独立性および
師範生公費制度などが取り消された。また，本来あっ
た高等師範学校制度が廃止された。代わりに，師範
大学あるいは総合大学の教育学院で，中・高等学校
教員の養成を行うことになった。この改革令によれ
ば，師範教育機関は以下の六つの種類がある。師範
大学，師範専修科，師範学校，短期師範学校，高級
中学校師範科，師範講習所である。これまでの六つ
の高等師範学校は，北京高等師範学校のみ北京師範
大学と改称され残ったが，他の五つの高等師範教育
機関のすべては総合大学に合併された。
1922年11月には，山東省の済南で開かれた全国
教育会聯合会の議決をうけて，『学校系統改革案』
が公布された15。この学制改革案には，①社会変化
の需要に適応させる，②平民教育の精神を発揮する，
③個性の発展を図る，④国民の経済力に注意する，
⑤生活教育に注意する，⑥教育を普及させる，⑦各
地方に裁量の余地を与える，との目標が掲げられて
いた。小学校の修学年限を6年とし，初級4年，高
級2年に分け，初級小学のみの設立も認めた。また
義務教育を4年としたが，各地方の実情に応じて実
施を延期することができた。
この改革案の初等教育に関する部分では，児童中
心主義を採ることを提唱し，学制の弾力的な運用を
図り，年齢にとらわれない進級を認めていた。また，
中学校進学のための予備教育でない小学教育を唱
え，国民小学・高等小学の区別なく小学校と称する
方針を採り，入学年齢は各省ごとに定めることがで
きるとした。これは，初等教育に関する今までにな
い規定であった。つまり，従来の中央集権的な教育
方針とは一線を画する，地方分権的な方針が，提起
されているのである。
1929年には，『中華民国教育宗旨及其実施方針』
が国民政府により公布された16。この方針では，三
民主義が国民教育の本源として強調された。また，
これによると，「最新の科学教育および厳格な心身
訓練を以て，一般国民道徳上，学術上に最も健全な
師資の養成を主な任務として，可能な範囲で其れを
独立的に設置し，できる限りの郷村の師範教育を発
展すべき」という師範教育の方針が打ち出された。
1931年には，『三民主主義教育実施原則』が国民
党中央第一五七次常務会議を通過した17。これによ
ると，師範教育の目標は次のように規定されている。
①三民主義の精神に従い，ならびに社会生活の需要
をも参照し，最新の科学教育及び健全心身訓練を施
し，三民主義教育を施す教師を養成する。②学校は
社会と連携し，教育・学習・作業の統一環境をつく
る。③学生に教育事業の改革能力および終身服務の
精神を持たせる。③郷村師範教育は農村生活の改善
を重視すべきであり，その需要に適応し，郷村教育
あるいは社会教育の人材を養成する。
1932年には，『師範学校法』が発布された18。こ
こでは，師範教育の目標として，「中華民国教育宗
旨及びその実施方針に従って，厳格な心身訓練を
もって，小学校の健全な教員を養成する」ことが規
定された。その具体的な実施項目は，以下の各項で
ある。①強健な身体に鍛える，②道徳品得を陶冶す
る，③民族文化を培育する，④科学知能を充実する，
⑤勤労の習慣を養成する，⑥教育に対する学生の興
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　以上，本稿では近代中国における教員養成制度に
関わる我が国の先行研究と，中国における制度変遷
の概略を紹介した。紹介した教員養成制度変遷の概
要は，清末から中華民国に至るまでの時代であり，
いわば現代中国の序章となる時代に限定した概要と
言える。
　すでに先行研究も指摘していたが，清末期から中
華民国初期の新たな学校制度と教員並びに教員養成
制度の確立には，当時の日本からの影響が強く伺わ
れるが，やがてアメリカの新しい教育思想と学校制
度からの影響が強まっていたことを，あらためて確
認することができたと考える。
　対日戦争，第二次世界大戦の終了後，中国は中華
人民共和国として新たな国造りに取り掛かる。教員
養成についてもまた，当時のソビエト連邦の強い影
響のもとに大きく改革が進められることとなる。そ
の発展過程を明らかにするとともに，歴史的そして
現代的な特質を検討することが，今後の課題である。
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